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スマート保安に関する直近の検討状況
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スマート保安に関する直近の検討状況

 第3回保安・消費生活用製品安全分科会においては、保安行政が抱える課題と今後の
保安行政のあり方として、①保安・レジリエンスの強化に向けた不断の取組、②持続可能
な産業保安力の確保、③安全・安心の向上に向けた新たな環境整備があげられ、「新し
い安全技術の活用促進(スマート保安)」について議論された。

（参考）第3回保安・消費生活用製品安全分科会（2019年12月25日）資料抜粋
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 また、前回のガス安全小委員会にて議論された次期ガス安全高度化計画の方向性にお
いて、今後のガス事業展開・想定リスクで重点をおくものとして、新たなデジタル技術の導
入に伴う変化（スマートメーター、IoT、ビッグデータ、人工知能(AI)など新たなデジタ
ル技術の導入に伴う変化）があげられた。

 これらを踏まえ、今回ガス分野におけるスマート保安について議論する。

（参考）第1回産業構造審議会 2050経済社会構造部会

スマート保安に関する直近の検討状況

保安向上の視点からも、スマートメーター、
IoT、ビッグデータ、人工知能(AI)といった新
たなデジタル技術の導入が有用ではないか。
また、その利活用に当たっては、リスク対策を
想定しつつ活用をする。
なお、都市ガス監視・制御システムにおいては、
引き続きサイバーセキュリティ対策を実施する。
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（参考）保安・レジリエンスの強化に向けた不断の取組

制
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制
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災害時の国・自治体・事業者間の連携強化

災害激甚化等を想定した規制と対策の実施
体制

迅速・正確な被害把握・復旧見通しの策定と
情報発信

リスク評価に基づく効果的・効率的な災害対策
国・自治体・事業者間の訓練の実施・参加等

国民目線の情報発信・プッシュ型支援
リスクの認識、防災・減災意識の向上
（「安全はタダ」ではない）

取組の方向性主な課題

 台風対応の検証結果を踏まえた対策を徹底。

 産業保安とレジリエンス強化の両面から、災害の影響緩和と迅速な復旧に向けた不断
の取組を行う。

(１)危機管理体制/緊急時の情報共有体制の整備

(２)インフラのリスク評価による対策重点化

(３)国民目線に立ったリスクコミュニケーションの重視

 国・自治体・事業者間の災害時における連携モデル
づくりの推進、訓練の実施

 災害時の経産省・監督部の行政インフラの整備

 様々なデータとAIを活用した復旧見通し
の精緻化

 ハザードマップ、人口密度等のデータを活
用したリスク評価と対策の重点化、リスク
に応じた規制の検討

 連携モデルの普及や訓練の実施

 国民目線での情報発信に向けた広報戦略
 産業インフラの基礎知識を高める広報展開

（参考）第3回保安・消費生活用製品安全分科会（2019年12月25日）資料抜粋
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（参考）安全・安心の向上に向けた新たな環境整備

IoT、AI、水素、ドローン、サイバーなど新し
い技術、プレイヤーの登場に即したタイムリー
な規制面での対応

新たなプレイヤーの安全意識や保安知識の
向上

増加する新しいプレーヤーへの規制
保安技術者の新しい産業技術への対応

単身世帯を含むユーザーの高齢化、外国
人の増加、製品の経年劣化、消費行動の
多様化

ネット取引を通じた海外粗悪品による事故
の増加

主な課題

 革新的な産業技術の出現や、新たなプレーヤーに対応。適切な安全規制、体制構築
など安全・安心に向けた新たな環境を整備する。

 革新的な産業技術のリスクについて、迅速な評価と技術基準
への反映

 新たなプレーヤーに対応した、規制の強化、規制に適合した技
術仕様の例示等

 インターネットモール事業者と連携し不適切な事業者、製品を
排除

 IoT、AI、水素、ドローン、サイバーなど新しい産業技術の
リスクへの対策の実施

 保安をビジネスとして提供するO&Mベンダーの育成

 高齢者の安全に配慮した新製品の開発
 多様な言語への対応

(１)新しい技術やプレーヤーに対応した制度・体制の見直し

(３)新しい社会構造への対応

(２)新しい技術やプレーヤーに対応した新たなリスクへの対応

制
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取組の方向性

（参考）第3回保安・消費生活用製品安全分科会（2019年12月25日）資料抜粋



今後のガス分野におけるスマート保安
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 今後、ガス分野においてはスマートメーターの普及拡大が期待されており、保安・レジリエ
ンス強化の観点からも有効な手段である。

 具体的には、遠隔から作業・情報収集が可能となることで、①地震復旧の迅速化、②供
給支障事故時の現場状況把握、③緊急保安の向上、などがあげられる。

 今後、必要に応じて、国も含めてスマートメーター普及拡大に向けた支援策を検討する。

スマートメーターの普及拡大

遠隔操作による開閉栓コストの削減

（お客さま宅での訪問作業が減少）

供給支障・差し水の早期発見

（圧力情報を収集し正確に被害を把握）

遠隔遮断による２次災害発生リスクの軽減

（現場到着前に即時遮断が可能）

検針コスト削減

自動検針による検針コストの削減

（毎月の検針訪問が不要）

業務効率化が進み コスト削減

開閉栓コスト削減

ガス/電気/水道の使用量や各種センサーの
データから生活パターンを推定

データ収集

健康増進
サービス

生活状況の
見守り

   
        

生活パターン推定 新たな事業

遠隔での作業・情報収集が可能となり 保安・レジリエンス強化

様々なデータを活用することで 新たなサービス・事業を創出

遠隔操作による復旧閉開栓の効率化

（開閉栓作業短縮で早期復旧を実現）

生活状況の見守りから健康増進などのサービス、エリア
マーケティングのBtoBビジネスまで新たな事業を創出

地震復旧の迅速化 供給支障時の
現場状況の把握

緊急保安の向上

設備建設 維持管理
緊急保安
災害対応

 既に欧米等ではガスのみならず電力や水道
等のスマートメーターシステムが普及し、
様々な用途に利活用。

 2030年時点のガス死亡事故ゼロを目標とし
た「次期ガス安全高度化計画」が2020年度に

策定される。そのアクションプランの中には、
ガススマートメーターシステム利活用による
保安向上について盛り込まれる予定。

 このため、今後、欧米等のガス事故状況・保
安規制、スマートメーターシステム運用状況、
保安・レジリエンス強化の利活用方法を調査
し、国内におけるガススマートメーターシステ
ムの普及拡大策の検討を実施する。

今後の取組
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（参考）都市ガススマートメーターシステムの概要

 特徴

センターシステム 遠隔で検針値取得や遠隔開栓・遮断命令を実現するシステム

通信ネットワーク
①センターシステムと無線機付高機能マイコンメーター間を繋ぐ無線網
②多段中継無線によりメーター間を繋ぐ無線網

無線機付マイコンメーター
高機能マイコンメーター（自動復帰機能、液晶表示、通信機能等を搭載）に通信端末を付
けており、センターシステムと接続すれば遠隔での検針・開閉栓が可能となるガスメーター

・ センターシステム、通信ネットワーク、無線機付マイコンメーターを組み合わせ、遠隔検針や遠隔開閉栓等を実現するシステム
・ システムの導入により、業務効率化によるコストダウンと保安・レジリエンス強化を実現

 システム構成

・ 高機能マイコンメーターと通信端末は、搭載した電池のみで10年間の長期駆動を実現

通信端末

ガス会社
（センターシステム）

無線網

開栓・遮断命令

検針値・アラーム情報

高機能マイコンメーター

通信基地局

8



（参考） ガス分野におけるスマート保安事例（導入済み）
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 これまでガス分野では様々な業務領域（設備建設、維持管理、緊急保安、災害対応）
で新技術等の活用を通じて、保安向上策を検討してきた。

 例えば、ガスパイプライン建設時には溶接部に対する放射線透過試験必要であるが、本試
験をデジタル化することで、フィルム現像時間省略による建設費削減等の効果が得られる。

ガス分野におけるスマート保安事例

ガスパイプライン建設時の放射線透過試験(RT)へのデジタルRT新規適用

概要と効果

ガスパイプラインへのデジタルRTの適用

デジタルRTのイメージ

デジタルRTの新規適用

 フィルム現像時間省略による建設費削減
 現像液不使用による環境保全への貢献
 フィルム保管管理の簡略化・利便性向上

効
果

国内ガスパイプラインの整備促進・産業保安のスマート化

※適用評価が2018年度に完了、2019年度例示基準改定

※デジタルRT：デジタル・ラジオグラフィック・テスティング

①撮影装置
②PC

③コントローラー
④判定用ディスプレイ

設備建設 維持管理
緊急保安
災害対応
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ガス分野におけるスマート保安事例

（参考）第13回ガス安全小委員会（2016年3月14日）資料抜粋

設備建設 維持管理
緊急保安
災害対応

 高圧幹線周辺での届出のない他工事を発見し損傷を防止するために、車による幹線パト
ロールを行っているが、一部の巡回効率の悪い区間において、遠隔監視カメラを用いて効
率化を図っている。

 加えて、監視の効率化及び肖像権対策のため、動体除去技術を利用している事例もある。
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ガス分野におけるスマート保安事例

（参考）第13回ガス安全小委員会（2016年3月14日）資料抜粋

設備建設 維持管理
緊急保安
災害対応

 ガス漏れ等に対応する緊急保安業務では、「速やかな現場到着」と「適切な初動措置」の
ため、支援システムの活用が図られている。

 電話受付内容を基に、作業員の持つ携帯電話に出動指示メールが送信され、その携帯
電話をカーナビにかざすことで、目的地や案内ルートが自動設定される仕組みである。

 作業員は、通報の内容、ガス管の図面などの情報を、現場で携帯電話やパソコンを使って
確認・報告を実施する。
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ガス分野におけるスマート保安事例 設備建設 維持管理
緊急保安
災害対応

 近年の地震を踏まえ、「災害情報共有システムG-React」を通じた情報共有、「JGA-
DRESS」を活用した的確な開閉栓進捗報告、「JGA復旧進捗見える化システム」による
復旧進捗の見える化が、迅速かつ的確に実施可能となっている。

（参考）第19回ガス安全小委員会（2019年3月1日）資料抜粋
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（参考） ガス分野におけるスマート保安導入に向けた取組み事例
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ガス分野の被害予測の精緻化

 地震発生時に、２次災害（住居密集地域における火災等）を防ぐための迅速な緊急
対応や、ガス供給再開に向けた復旧の効率化が必要。

 このため、安価で小型な地震センサを活用し詳細な地盤構造の再現手法を確立すると
ともに、その地盤構造の動きを高速シミュレーションすることにより、被害予測のさらなる
精緻化に資する技術を構築中。
（平成29年度から経済産業省の委託事業として日本ガス協会が実施中）

高速・大規模な
地震応答シミュレーション

MEMS活用による
高密度な地震動センシング

地震発生時に漏えい箇所を高精度に予測し，
「緊急対応の迅速化」，「復旧作業の効率化」を実現

（参考）第3回保安・消費生活用製品安全分科会（2019年12月25日）資料抜粋

設備建設 維持管理
緊急保安
災害対応
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 経年管のリスク評価についてはガイドラインを示し、維持管理・対策の判断を行っている
ところ

 今後AIやビッグデータを利用したリスク評価を活用することにより保安の維持・向上を
図ることに期待

インフラのリスク評価へのAI技術の活用

【参考】水道管向けFractaソフトウェアのイメージ

 東邦ガス株式会社とＦｒａｃｔａは、2019年8月から東邦ガス管内（愛知、岐阜、三重の3県）における
ガス管劣化予測のアルゴリズムに係る実証実験を開始。

 Ｆｒａｃｔａがこれまで水道管の事業者に提供してきた技術をガス管に応用するもので、1,000以上の環境
変数を用いた配管劣化予測ＡＩアルゴリズムをガス管へ適用。

 現在も実証実験中ではあるが、今後このような技術の活用による保安の維持・向上が期待されるところ。

Ｆｒａｃｔａは、米国カリフォルニア州シリコンバ
レーで生まれたベンチャー企業であり、ＡＩ（人
工知能）／機械学習を用いて、水道管の配管
素材・使用年数、過去の劣化情報などのデータと、
土壌・気候・人口などの環境データを組み合わせ
て解析することで、水道管の最適な交換時期を
導き出し、水道管の更新投資を最適化するソフ
トウェアサービスを、全米50州のうち20州にまた
がって40を超える水道事業者に提供している。

設備建設 維持管理
緊急保安
災害対応


